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[大震災前の民主党政権下の政治] 

 自民党政権が強行した構造改革はグローバル

企業の競争力強化のための政治で、法人税率の引

下げなど大企業の負担が軽減される一方、労働者

の多くが非正規になり、消費税が引上げられ、財

政削減による社会保障費の引下げが起きた。海外

に自衛隊が派兵されるなど軍事大国となった。構

造改革は企業の利潤を上げたが、都心で餓死者が

出るなど激しい矛盾と破綻を引き起こした。 

 民主党は構造改革推進のための自民党の受皿

と考えられたが、07 年参院選と 09 年総選挙で大

きく方針転換して、子ども手当、農家戸別所得保

障、高校授業料無償化、普天間基地国外移転など

のマニフェストを打ち出し、財界の保守二大政党

の思惑に誤算を生じた。方針転換には年越し派遣

村など反貧困の運動や 9 条の会の運動が大きく

影響している。運動が民主党を変え、その変わっ

た民主党に国民は期待をして 09/8/30の政権交代

が生まれた。 

 鳩山政権はマニフェストを実行し、テロ特措法

を打ち切り、普天間基地の国外移転も半年以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

言い続けた。危機感を募らせた財界はマスコミを

動員して倒閣キャンペーンを行い、菅政権に交代

させた。 

 菅政権は構造改革と「日米同盟」深化を約束し

た。昨年 7 月の参院選で大敗北したにもかかわら

ず政権を維持できたのは強力な財界、マスコミの

支持があったから。突然の TPP(アメリカと財界

の要求)参加演説、社会保障と税一体改革論で消

費税引上げと法人税減税を再度提出して「社会保

障改革に関する集中検討会議」を立ち上げた。さ

らに、新安保防衛懇では民主党の政策をことごと

く否定して、集団的自衛権の容認、海外派兵恒久
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大震災・原発事故後の日本の行方 
 

渡辺治講演会より 

 5月20日に東京９条の会が主催する渡辺治一橋大学名誉教授の講演会が開かれました。３月11日の大震災

は、原発、復興財源、復興の在り方をめぐって従来の市場自由化＝構造改革路線を加速させるのか、それとも市

町村の意思を尊重した復興＝福祉国家への道へ踏み出すのかが鋭く問われていると切り出しました。そして、3.11

前後の政権の動きを分析して、今私たちが進むべき道を提示しました。渡辺さんの講演の要旨を皆様にお伝えしま

す。最近の内閣不信任案などの複雑な政治情勢を理解する助けになると思います。 

渡辺 治：1947 年生。政治学者。

9 条の会事務局。東大法学部卒、

東大社会科学研究所を経て、1990

年に一橋大学社会学部教授。2010

年同大学名誉教授。「東京をどう

するか」(岩波 2011/03)、「新自由

主義か新福祉国家か」(旬報社

2009/12)など著書多数。 

普天間基地。宜野湾市の中心にあり、世界一危険な基地。 

 

ジュゴンの棲む辺野古沖。基地はいらない。 

大謝名の住宅 

普天間第二小学校 沖縄国際大学 



社会保障口実に際限ない消費税引上げ 集中検討会議 

6 月 2日、政府は 2015 年までに消費税を現在の 5％か

ら 10％に段階的に引上げる。早ければ来年度にも 2～

3％引上げる。将来的には、社会保障給付にかかる公費

全体を消費税にすると明記。低所得者ほど負担は大。 

宮城県が復興会議に提案した「復興特区」 

農業法人等への農地を集約化させる「特区」、沿岸漁

業への民間参入や資本導入を図る「水産業復興特区」

など 8 特区を提案。原案作成に野村総研が全面的に

関わる。宮城県漁協は「子々孫々まで漁業を続け、

そこに住みつくのが漁師。(もうからなければ撤退し

てしまう)会社なんてもってのほか」と反対。県復興

会議の委員 12 人中、県内在住者は 2 人。(ちなみに

岩手県津波復興委員会は 19 人全員が県内在住者) 

法などが答申された。しかし、支持率が低下する

など実現がおぼつかないことから、財界は危機感

を増し、応急処置として大連立が策された。この

時に、大震災が起きた。 

[大震災、原発事故はなぜ深刻化したのか] 

 自民党の大企業優先の経済成長時代は農業や

地場産業が保護されなかったが、ダムや道路など

公共事業投資と利益誘導型の企業誘致で、雇用の

場がつくられていた。そこに構造改革路線が押し

付けられ公共事業投資が削減され、地場産業・農

業崩壊に加えて、雇用崩壊で企業のリストラの吸

収先が無くなった。また、地方財政の危機で医療、

福祉、介護が削減され、公務員がリストラされた。

市町村合併で公共部門も削減。これが大震災の被

害を拡大し、復興を遅らせている。 

 原発がなぜこんなに過密なのか、国策として石

炭から石油に大転換したが、中東の不安定化に対

する安全弁として原発が大増設された。立地され

た地域の多くは公共事業投資も企業誘致もでき

ない僻地、寒村だ。 

 復興は、そのため利益誘導型政治や構造改革政

治からの脱却が必要になる。たとえば、市町村の

再分割、介護・福祉・医療の強化、地場産業の保

護、公共部門の強化、原発即時停止などである。 

[復興をめぐる二つの道] 

 菅政権は復興を構造改革強行のてこにしよう

としている。たとえば福祉型財政支出を一掃し、

消費税引上げの好機として

捉えている。経済同友会は

いち早く TPP、道州制、法

人税率の引下げなど構造改

革推進を要求し、民主党復

興ビジョンチームも TPP

や農業・漁業の集約化、原

発続行などを掲げている。 

 大連立は、

再燃し加速

化している。

大連立は消

費税増税・

社会保障の

削減・TPP

推進・普天

間基地辺野

古移転だけ

でなく、参

院で憲法審

査会規程が

採択されたように、改憲にいきつくだろう。大連

立は阻止しなくてはならない。 

 復興の原則は、復興構想は地元市町村の意思を

尊重し、財源は国が保障することである。また、

原発の緊急停止と脱原発の一歩を踏み出すこと

だ。そして火事場泥棒的な構造改革(消費税引上

げや TPP)、軍事大国化、改憲策動を許さないこ

とである、として渡辺さんは講演を締めくくりま

した。 

こまえ 9 条の会は、復興の在り方について皆さ

んと一緒に考えていきたいと思います。 

 
TPP(環太平洋連携協定)：原則関税撤廃。影響は農水

産業、労働、医療、郵政、保険などに及ぶ。農業で

はこれまでも関税引下げで40％になった食料自給率

は 13％に、350 万人の失業、米生産は 9割減、小麦・

砂糖は壊滅、牛肉は 25％しか残らず、水産業減尐額

は 4200 億円という無残な試算。復興に逆行する！ 
水素爆発した3号基 


